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研究成果の概要（和文）：本研究では、日本、ドイツの環境政策とガバナンスについて考察した。
具体的には、いかなる要因がこれら環境政策の実効性を高めるのか、また、いかに環境ガバナ
ンスが構築されていくのかについて分析した。その結果、ドイツでは、持続可能な社会形成の
ため利害関係者の範囲、参加資格、環境情報などについて制度化し、合意形成を行っているこ
とが分かった。また、廃棄物政策やエネルギー政策などのアジェンダ設定や政策形成過程で見
られるように、議会、市民、NGO などの協働的ガバナンスが制度化されているのが分かった。 

 

研究成果の概要（英文）：What has made environmental policy of Germany so different from 
other countries? What factors increased the participation of citizens, and the 
effectiveness of policies, and what are important factors in making successful policies? 
This research discussed the environmental policies and governance of Germany based on 
these questions. And, this research also analyzed how environmental policy and governance 
have been structured. This research found out that Germany has held a sustainable society 
formation from environmental information, broaden participation of citizen and decided 
on policies after discussing them with citizens and many policy actors. In addition, 
cooperative governance (Advocacy framework) about agenda settings and the policy process 
between the council, citizens, and environmental NGO’s have been frequently seen, such 
as waste policies and energy policy etc. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本の環境政策は、1950年－1960 年代の産
業公害型の環境問題を克服し、世界的にも注
目を集めることになった。しかし、高度経済

成長に伴う環境問題（「都市生活型環境問題」）
では、ドイツの環境政策が多くの政府で導入
（政策伝播 Policy Diffusion）されることに
なっている。これは、政策対象である環境問
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題の性格変化とそれに伴う政策手段の変化を
意味する。従って、本研究では、都市生活型
環境問題の一つである容器包装廃棄物政策を
対象とし、ガバナンス分析を行うこととした。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、「容器包装廃棄物の減量」
という「政策目的の実現」のため、「どういう
政策資源と、利害関係の調整が必要なのか」、
「その条件は何なのか」について、ドイツ、
日本、韓国の政策を比較分析することである。
具 体 的 に は 、 ACF(Advocacy Coalition 
Framework)を用い、「同じ政策が、なぜ、国ご
とに異なる政策効果をもたらしているのか」、
また、「政策目的をめぐる社会的合意」と「利
害関係の調整」がいかに行われているのかに
ついて分析することである。 
 
３．研究の方法 
文献調査・現地調査・聞き取り調査による質

的方法論を取っている。分析方法では、社会
経済的要素分析と内容分析を行い、因果メカ
ニズムを。 
 
４．研究成果 
研究成果としては、まず、ドイツ（フライブ

ルク市、ベルリン市、ミュンヘン市）で聞き
取り調査を行い、連邦政府の環境政策、資源
循環経済システムがいかに制度化されていく
のかを分析した。ドイツでは地域内のエネル
ギー政策・交通政策・住宅政策・土地利用と
都市計画が、政策プログラムとして統合され、
政策効果を高めている（政策手段の統合によ
るプログラミング）。 

次に、政策規制・環境組織（環境副市長）
と議会・環境教育・技術革新を伴う産業構造
の再編が行われ、「省エネと資源循環」社会形
成という同じ政策（理念と手段）から入って
きた日本のそれと異なる政策効果をあげてい
る。それには、因果関係を特定して法規制・
統制的な問題解決式の政策手段ではなく、協
働原則の制度化である。この原則は、日韓で
もあるが、その制度化においては相違を見せ
ていることが分かった。これは、廃棄物政策
に限らず、低炭素都市政策やエネルギー政策
などにも見られる現象であることが分かった。 
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